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日頃より里規制度の発展にご理解を頂き感謝申し上げます。親権の制限を巡って

民法改正の必要性について検討が進んでいると拝察いたします。実現 と並立する関

係で子どもを養育している養育里親の立場から事例を集めてみました。検討の場で

参考にして頂ければと思います。

私ども養育里親としましては、実親の存在を否定すぅものではなく、実親の養育
力の回復を願いつつ、制限された親権の空申部分を補う機関の二つとして、養育里
親もその役割を担うべきものと考えております。

子育てをしている中で、実親の了解が得られない時や実親の不作為による子育て

のし難さも経験 しており、これ らの課題の幾つかは親権制限の枠の中で解決できる

部分もあるのではないかと考えております。虐待から子どもを守るために親権を制

限する手法は、子どもを保護 した後の養育場面で、かなり影響を及ぼすものとも思

われます。事例を集める中で、里親から寄せられた主な希望は次の通 りでした。

記

民法の規権規定を厳格に適用すると、養育里親の子育てはかなり限定されて
しまいます。日常生ViFを営む経験から、里親に認められている監護の範囲を広
げる必要を感じます。高校生のアルバイト・携帯電話の契約・予防接種 ,パス
ポートの中請など日常的な行為を監護と位置付けられないでしょう力、
制限された親権の重要な部分を里親が受け持つ場合には、公的機関の関与を

条件とするシステムを取 り入れられないでしょう力■

家庭生活を経験させたい子 どもについては、実親が希望しない場合でも、公

的機関の判断で養育里親に措置できるようにならないでしょう力、

親権制限を解除するに際して、その間に出来上がった里親子の絆も無視でき

ないものがあります。子どもあ意思を尊重するようなシステムを導入できない

でしょうか。

親が機能していない子どもで 18歳から20歳までの者は、建前上は行動に

かなり制限されることになり、法の谷間となっています。親権を絶対的なもの

とはしないで、就労やアパー トの契約など生活に密着した行為は本人が出来る
ようにならないでしょぅ力、
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里親を巡る親権問題の事例 と里親の要望

｀      全国里親会

(養育里親措置を拒む実親)

1、  養育里親への措置を実親が嫌 う例がある。また、引き続き家庭生活を体験させた方がよ

いと思われる子どもに対しても、子育ての条件が整つていないのに、引取りを強く主張す

る実親がいる。

→ 公的機関は状況を判断して、一定の条件を付して養育里親委託を行えるようにできな

いでしょうか。

(実親からの音信のない子ども)

2、  特別養子縁組が適当と思われる子どもが、実親の同意を得る機会がないために、養育里

親の元へ措置される例がある。親からの音信のないまま子どもは成長 していく。実親が行

方不明などの場合もある。

→ 長期に養育する里親には、この例のような子どもが少なからずいるので、縁組里親に

準じた関係を創設できないでしょう力、

(里子の出入国管理)

3、  パスポー トは、親権者・法定代理人のいない里子について、里親が手続きを進められるよ

うになっている。実親がいる場合|まその承諾がいる。

″海外への就学旅行の時、実母と連絡を取るのに時間がかかり、学校のまとめに間に合わ

ず 「何でこんな思いをしなければならないのかJと痛感した。

・ 再婚などで実母の状況が変わり戸籍を公開したがらない場合があり、児相が中に入つて

かなり時間がかかつてしまった。

→ 高校生になっていれば、里親 と児相の状況説明書で、実親の同意なしにパスポー トを取

得でき、修学旅行程度ならば渡航の許可も得 られるようにできないでしょうかゥ

(就労の承諾)

4、  高校卒業後就職する時、アルバイ トをする時、企業から実現による同意書を求められる。

・ 高校 2年でアルバイ トをしようとしたら、実親 (親権者)の同意書を提出するようにヽ

言われた。この場合は、両親が死亡してお り未成年後見人も付いていなかつたので、

里親がガソリンスタンドに出向いてお願いした。

・ 高校事業で新聞配達の仕事に就くことになつた。実親が大阪にいるので小遣いを溜め

て、実父と連絡をとり準備を進め、同意書・保証人の印をもらうために東京から大阪に

出向いた。その時は良い返事だつたが、結局同意書などは送られて来なかった。

宿舎と大学も決まっていたので、大学に対して特別に里親の印鑑 。同意で済ませても

らつた。

・ 盲学校を卒業して普通の会社に就職を決めたが、実父は 「お前は三療の世界で生きろ」



5、

と主張し承諾書に捺印しなかった。学校η就職担任が中に入 り、担任が保証人になる

ことで会社の了解を得た。この間、2ヶ月を要してしまった。
→ 18歳まで子育てを放棄しておいて、就職の最後の場面で権限を行使するのは矛盾を感

じる。高校生のアルバイ トや高校卒業後の就職については、本人と児相や学校及び里

親で判断していいのではないでしょぅ力ヽ

(契約関連)   .
携帯電話の購入について、実親の承諾が求められる。

・ 携帯電話の購入を里親に反対されて、里親に内緒で実親の承諾印で契約 した。通話料

が多額になってしまい、滞納の トラブルだけが住所の関係で里親に回されてきた。電

話会社は、料金滞納は里親の監護の範疇であると主張している。

更に、里親が契約の解除を電話会社に求めたところ、契約解除は本人・親権者となつて

おり、里親からの解除は認められないと言われ、本人の家出なども重なり、通話停止に

なるまで 3ヶ 月間、多額の通話料となってしまった。

・ 子どもも親の承諾があると、DVDな どのレンタルカー ドが作れるが、里親では作っ

てもらえない。友達はレンタル登録カー ドでDVD等 を借 りているのに、その仲間に

入れない。里親の名前でカー ドを作ったが、本人以外にはカー ドの利用を認めていな

いので、徒労に終わってしまった。

→ 同年齢層に一般化 している事案については、1件当たりの額が大きくない場合、里親

と児相と本人で判断していいのではないでしょうか。

(医療問題)

予防接種では実親の承諾書が求められる。人院や手術でも実親の承諾書が必要。
・ 保健所から予防接種の連絡が来たが、実親の所在がつかめず同意書が得られなかった。

児相に連絡もしたが、医療のことは未成年後見人でも判断できないと言われた。結果

的に予防接種は受けられなかった。

→ 軽易な医療や予防接種レベルの医療は、公的機関の同意で済ませられないでしょう力、

(18歳から20歳の谷間)

実親が存在 しているが故に 18歳から20歳まで、社会生活に制限が出てしまう。
・ 18歳で就職しアパー トを借 りようとすると、実親の承諾を求められた。実親と連絡が

取れない状況だつたので、仕方なく里親の名前で契約し里子が入居するという形式を

取らざるを得なかった。特に、里子の国籍がフィリッピンであったので、不動産屋は原

則を譲らなかった。

・ 逆の事Jll・ ・19歳でバイクを買いたいという。契約できないから無理といったが、業
。 者が保険なども全て準備 し購入 してしまった。業者は 18歳で結婚もできるのに何故バ

イクが買えないのかと反論された。

→ 親が機能していない子どもの場合、公的機関や第二者の状況証明で 18歳を越えていれ

ば、軽易な契約については本人契約が出来るようにならないでしょう力、
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(教育関連)

8、  里親に教育の判断が認められたが、実際は実親の同意を求めることになつてし́まう。

・ 預かつた子どもの学校を決める時、子どもの能力が特別支援学級に向いていると思わ

れるが、実親は普通学級を主張する場合があり、そうせざるを得なかった。中学校で

仲間外れになり、このまま行くと高校へも行けそうにない。

・ 公立高校入試のとき、教育法では保護者の定義で 「親権者 。未成年後見人」となつて

おり、里親であるため手続きが進まなかつた。入学手続締め切り日ぎりぎりまで実親

の承諾を求めたが、連絡が取れず、里親が生活を共にすることを説明し、黎湯りに里親

の同意で入学できた。

→ 義務教育 し高校教育レベルは、児相と本人の判断で学校を選べるようにならないで

しょう力、

(養父の理不尽な主張)

8、 ・ 養父からの虐待で保護、里親措置となる。養父は「自分でなければこの子は駄目にな

る。」等と主張をし、養護学校に出向き里親の子育てを非難することもあつた。

, 母親が再婚し相手が子どもと養子縁組。その後、養父から虐待なされ里親宅に措置。

高校生 2年の夏、養父は「夏体みは自分が世話する。自分の働いている倉庫でアルバイ
｀

卜をさせたい。」と主張し準備を進める。アルバイ ト料は養父の通帳に入れるように会

社と話しをしている。この間、実母はイ可もいえない状態であり、里規も何も主張できず

にいた。児相が中に入り中止させたが、随分手間取った。 ‐

・ 離婚 しても子どもとの縁組を解消せず、子どもの給与の振込先を養父が勝手に作 り、

従 うように執拗に迫ってきた。卒業前で里親子の関係で日座が持てるようになってい

たので、通帳を作 り、自己管理を押し通した。

→ 実の親でない場合の親権は、理不尽な考えが見える場合は、制限を厳しくしてもいい

のではない力、 子どもが中高生になつていれば、子どもの意見を尊重しても良いので

はないでしょう力、

10  実親 と交流して里親の家に帰つてきた時、生活が乱れて元に戻すのに苦労する。

→ 実親 との交流について指導・調整できる機関を設けられないでしょうか。



その他事例 と意見 (参考)

児童福祉法 33条「里親の欠格条件Jに、被後見人や被保佐人と同居している家族は里親と

なれないと明記 されているが、これは家族などの同居人の行動を制限するもので、後見制

度の趣旨から逸脱 している。養育里親が親と同居 している場合、その親は相当高齢になっ

ており、後見人を付けることにもなりえます。

→ 里親 としての活動に不向きであるという一般事項を表記するに留めて、不向きな理由

として「被後見人との同居Jを表記すべきではないと思います。

養育を里親に任せながら、子どもに事故があると実現は損害賠償を里親に請求してくる。
→ 措置で子育てをしているのだから、自治体が最終保障に当たるべきと思います。
→ 実親の主張には別の解決方法が用意されるべきものと思います。(etc実親は自治体に

要求し、自治体は事故審査会のような機関を設け適正な判断をするなど…)

(自 立支援法) 虐待などで親子分離した知的障害児は、■8歳で措置解除すると障害者

自立支援法の範疇で対応に入つていく。障害児として親元の出身自治体に戻つて手続きを

進めることになる。子どもの収入を当てにして、実現の権限を主張する親、自分流の子育

てを再開したいと願つている親がいる。

→ 自立支援法の施行に当たって、規元に戻らずに生活が続けられるように行政の申し合

わせのルールを変更できないでしょうか。

→ 18歳を越えても実親との関係が改善されていない場合は、実親の影響を受けることな

く生活が築けるようにならないでしょぅ力、

4 未成年者が妊娠・出産した場合、その規 (祖父母)が親権者として判断している。多く

の場合妊娠中絶という道を選ぶ場合が多い。

→ 産む産まないの判断は、第二者機関が関与し未成年の当事者も十分に意見の言える制

度を整えられないでしょう力、

親がいない場合、法的には未成年後見人を定めることになっているが、後見人を付ける例

は稀である。開くところによると、子どもに多額の財産がある場合に未成年後見人を付け

る傾向があるとのことです。

→ 親が行方不明や連絡が取れない場合、条件付で後見人を付けられないでしょうか。又

は、実親 と同じ機能を持つた公的機関を作れないでしょうか。

一 この制度を適用すると子どもと後見人とも戸籍に掲載され、成人しても痕跡が残って

しまいます。成年後見人制度と同様に登録制にならないでしょうか。



児童虐待防止のための親権制度見直 しに関する意見書

2009年 (平成 21年)9月 18日

日本弁護士連合会
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序  本意見書の 目的 と基本的視点

本意見書は,児童虐待の防止等に関する法律 (以 下 「児童虐待防止法Jと い

う。)平成 19年改正の附貝J・ により,政府法務省が 「児童虐待の防止等を図 り,

児童の権利利益を擁護する観点か ら親権に係 る制度の見直 し」として開始 し́ている

作業に対 し,当 連合会 としての意見を述べるものである。

周知のよ うに,民法親権法は明治 29年制定以来,基本的には改正 されてお らず ,

日本国憲法制定時において もごく一部 (共 同親権など)が手直 しされたのみで,支
配的な親子観 を残す ものとして批判 されてきたが,近年家庭内での保護者による虐

待 (児童虐待)の存在が明るみにな り,その防止が社会的な課題 となるに従つて ,

現行親子法が児童虐待の発生予防や子 どもの保護救済に支障 となっていることが明

らかになってきた。そのために超党派の議員立法 となった児童虐待防止法の制定

(平成 12年 )と 2回 の改正を含む行政法令 (児童福祉法,児童虐待防止法など)

の整備がなされたが,それだけにとどまらず,親権法の規定そのものの改正が必要

であることが国会の理解す るところとな り,平成 16年の児童虐待防止法第 1次改

正の附則で検討が求められた。然るに,政府での検討がなされないままに平成 19
年の第 2次改正を迎え,国会による再度の強い催促 として上記改正附貝Jが規定 され

*l平成 19年に改正 された児童虐待の防止等に関する法律の附則 2

「政府は,こ の法律の施行後 3年以内に,児童虐待の防止等を図 り

を擁護する観点か ら親権に係る制度の見直 しについて検討 を行い
,

て必要な措置 を講ず るもの とする」 と定められている。

条 1項 には ,

,児童の権利利益

その結果に基づい



たものである。

当連合会においても,平成元年 「親権 をめぐる法的諸問題 と提言」,平成 8年

「児童福祉法改正に関す る意見書」,平成 15年 「児童虐待防止法制における子 ど

1)の人権保障 と法的介人に関す る意見書」において,行政法令 (児童福祉法,児童

虐待防止法な ど)に関す る改正提言に加 えて,親権喪失要件の再検討,親権の一部

または一時制限の新設,制限申立権者の拡大,制限後の後見人の資格拡大などを提

言 ヒンてきたcこ れ らの うち行政法令の改正 としては,当連合会の提言が相当部分実

現 しているが,親権法については進展が見 られなかつた。

今回の政府法務省 の動きは,国会の強い意向を踏まえた前向きなものと評価する

ことができ,かつ,そ の進行 も早いもの とうかがわれ るので,当 連合会 としても,

この機 をとらえて,上記研究会に対 し速やかに具体的な提言を行 う必要がある。

他方で,当 連合会においては,従来か ら民法親権法に関 して,離婚時の共同親権

の是非な どを含んだ全体的な検討が進 められつつあるので,本意見書は,児童虐待

の防止に関す る限度での検討 と提言 を行お うとす るものである。

具体的にい くつかの基本的視点を確認 したい。

(1)ま ず,本意見書は,親権法全般を対象 とす るものではないが,親権に関す る

基本的な規定に色濃 く残 る支配権的傾向を払拭することが,児童虐待防止に不

可欠であるとの立場か ら,一定の改正案を示 したc

(2)平成元年の意見書以来,当連合会が提言 している親権の一部または一時の制

限や親権制限の要件の改正,後見人制度の改善等について, さらに考察を深め

た。また,親権を直識に制限す る方法のほか,親を支援 した り,監督 した りす

る制度 を構想 した。

(3)現在,実務において喫緊の課題は,一時保護や施設入所等の子 どもたちに対

す る親権 と,児童相談所ない し施設長等 との監護に関す る権限の関係:が 明らか

でなく,そ のため子 どもの生活上 さまざまな支障が生 じている問題への対処で

ある。かかる視′ほか ら,特に子 どもが広い意味で行政の保護下にある場合の親

権制限のあ り方について検討 した。

(4)児童福祉法,児童虐待防止法 と民法 との連携 を強 く意識 した。

(5)なお,厳密には民法改正に含まれない事項 (例 え_ば,関連法の改正や規則の

改正等が適当であると思わねノる事項)についても盛 り込んだ。

第 1 親権規定のあ り方



1 民法に,「子は,暴力及び屈辱的方法に拠 らない養育を受 |り る権利 を有す

るJと い う趣 旨の規定を設けるべきである。

2 民法の 820条 に,監護教育権が子の利益のために行使 されるべきであるこ

とを明記す るとともに,現行法では権利を先に,義務 を後に記載 されている

が,義務を先に,権利 を後に改めるべきである。

3 懲戒権について定める民法 822条 を削除すべきである。

(提言の理由)

1 暴力等に拠 らない養育を受ける権利

(1)幼少期に受けた虐待は,子 どもの心身に深い傷を残 し, 自身が親になった と

きにわが子に虐待をした り (虐待の世代間連鎖),精 神的及び心理的な障害を

ヴき起 こした り,非行や 自己破壊的行動につながるとの指摘がある。かかる悲

劇 を繰 り返 さないためには,子 どもが暴力的,屈辱的な養育か ら解放 される必

要がある。

(2)児童虐待防1上 法は,「児童の身体に外傷が生 じ,又は生 じるおそれのある暴

行」を禁 ILし ,「児童に著 しい心理的外傷 を与える言動Jを禁上 している (2
条, 3条 )。 さらに,同法は,親権者に対 し,児童の利益を尊重 し (4条 6

項),適 切に親権を行使するよう求め (14条 1項),親 権者である一事をも

つて暴行罪等の責任を免れるものではないことを明確に している (14条 2

項 )。

このような規制は,本来,基本的親子関係 を定める民法にこそ置かれるべき

である。少なくとも,そ の核心を昇華 させ,民法に子が暴力及び屈辱的方法に

拠 らない養育を受ける権利を有するものと規定すべきであるc

(3)世界的にも, ドイツでは 1957年 に懲戒権規定を肖」除 し,フ ランスでも 1

970年 に同様の法改正を終えている。

ちなみに, ドイツでは,かっては大半の親が体罰肯定の考え方に立っていた

とされ るが,数次の親権法改正を経て,体罰肯定の考え方を t)つ 親は 23%に
まで減ったという調査が報告されているL

*22008年 4月 8日 にロイターが報 じた。



2 民法 820条 の規定の仕方

(1)民法 820条 は,「親権 を行 う者は,子の監護及び教育をす る権利 を有 し,

義務 を負 う」 と定める。

(2)こ の点,わが |ヨ の学説においても,監護教育権が子の利益のために行使 され

るべきであ り,親権の中核は義務であるとい う考え方が通説であると考えられ

る。

(3)権利 を先に,義務を後に記載す ることによつて,親権の権利的側面が強調 さ

れ,義務の意識が希薄化す ることが懸念 される。 よつて,監護教育権は子の利

益のために行使 され るべきであることを明記す るとともに,義務を先に,権利

を後に記載す ることによつて,親権の中核が義務であることを条文上も明確に

し, 子の利益を省みる契機 とすべきである。

(4)なお,将来的には,親権 とい う名称を改めることも検討すべきである。

3 民法 822条 (懲戒権)の削除

(1)民法 822条 2項は,現在死文 となっている。かかる条文が残つていること

で,国民に誤解を与えることは避 ける必要がある。

(2)民法 822条 1項は,ほ とん ど機能 していない。かかる規定の有無にかかわ

らず,親は子を叱るべきときに叱る。また,かかる規定の有無にかかわ らず ,

子は親の叱責に納得すれば従 うのである。

(3)民法 822条 1項の唯一の機能は,虐待をす る親の弁解 に使われることにあ

る。すなわち,虐待をした親が, 自らを正当化する際に懲戒権規定を持ち出す

ことがある。 これについては,児童虐待防止法 14条が一応の手当をしている

が,時に児童相談所をして介入をためらわせ ることになっている。

(4)民法 822条 は,いずれ も機能 していないか,機能 していても,児1童虐待防

止の障害 として機能 しているにすぎないから,削 除すべきである。

4 親権者が子の養育に関 し公的支援 を受ける権利ない し地位 について

(1)児童虐待増加の背景には,核家族化や近隣関係の希薄化によつて現l代 の子育

てが孤立化 していることがあると思われる。児童虐待防止のためには,国や社

会 として,いわば親を叱咤す るだけではなく,適切かつ十分な支援を提供する

ことこそ求められ る。

(2)本来,親子分離や親権制限は例外的であるべきであるところ,親に対 し適切

な支援を提供することによつて,養育状況を改善 し,親子分離や親 li:制 限に至

る事例を少なくす ることができると思われる。



(3)ひ とたび親子分離や親権制限に至った としても,そ の後に適切な支援を受け

ることによって,改善を図る機会を提供 され ることが望ま しい。

(4)親の支援を必要 とす る考え方は,すでに法令に織 り込まれているっすなわち ,

児童福祉法は,「国及び地方公共団体は,児童の保護者 とと1)に ,児童を心身

ともに健やかに育成す る責任 を負 うJと 定め (2条 ),次 世代育成支援対策推

進法は,「次世代育成支援対策は,父母その他の保護者が子育てについての第

一義的責任 を有するとい う基本的認識の 卜に,家庭その他の場において,子育

ての意義についての理解が深め られ,かつ,子育てに伴 う喜びが実感 されるよ

うに配慮 して行われなければな らない」 と定める (3条 )。

またわが国が批准する児童の権利に関す る条約は,「締約国は,こ の条約に

定める権利 を保障 し及び促進す るため,父母及び法定保護者が児童の養育につ

いての責任 を遂行す るに当た りこれ らの者に対 して適当な援助を与えるもの J

と定める (18条 2項 )。 児童虐待防 IL法 が,親子分離のみならず,親の支援

を必要 とす る考え方は,国や地方公共団体のさまざまな子育て支援施策にも現

オ■ている.

(5)こ のよ うな親の公的支援 を受ける権利ない し地位は,親が子を養育するに当

たつての重要な前提であ り,特に親権制限は支援あることを当然の前提 として

いるところか ら,民法に規定す ることが望ましい, とする考え方がある。かか

る考え方に対 しては,民法は私法関係 を定める法典であって,国や地方公共団

体に対す る権利ない し地位 を規定するにはな じまない とする考え方もあ りうる

が,例えば親権者の 「義務」が社会に対する義務 も含む とする解釈もあるよう

に,民法に社会 との関係性 を規定する余地 もあるように思われる。

本意見書においては,上記の権利ない し地位 を直ちに民法に規定すべ しとの

提言は控えるが,そ の重要性に鑑み,行政施策などにおいて充実を図 られるこ

とを求めるものである。

第 2 親権制限のあ り方

1 は じめに

^う ―



(1)現行の規権喪失宣告制度
｀
は,身上監護権について言えば,全部を示1奪する

か,それ とも全部を残すか とい う極端な効果 しか定めていない うえ,中 立人 も

著 しく限定 され,要件 も親に対す る非難を含えノでお り,戸籍に記載 され るなど

の点か ら,実務上利用 しにくい制度 となつている。

(2)いわゆる医療ネグレク ト・ に関 して,近年,親権喪失宣告及び審半」前の保全

処分を活用す ることにより,迅速な対応が可能になっていると言われている・ 。

しか しなが ら,本来であれば親権の うち医療に関する部分のみ制限すれば足 り

るのに,全部を制限 してお り,過乗」な親権制限であるとの批判がある。

(3)親権が制限 された後の受け皿 となる後見人制度 も, 自然人に ヒ/か適格性が認

められてお らず,後見人候補者 を見つけるのが難 しい とい う問題 を抱えている。

(4)(1)に 述べたよ うに,現行の親権制限は,親権を全部予1奪す るか,それ とも

全部残すか とい う極端な効果 しか認 めていないが,本来,かかる事態に至る前

に,親権者 を支援 した り,監督す る制度があれば,親権の直裁の制限を回避す

ることができる可能性がある。また,親族な どが子を養育す ることが子の福祉

にかな う場合,親権制限とは別の方法により安定 して親族が子を養育できるよ

うな途 を設 けてお くことが望ま しい。

(5)以上のよ うな問題意識か ら,次の とお り提言する。

*3民法 834条 は,「父又は母が,親権を濫用 し,又は著 しく不行跡であるとき

は,家庭裁判所は,子の親族又は検察官の請求によつて,その親権の喪失を宣告する

ことができる。」 と定める。中立権者 については,児童福ねL法 33条の 6が ,「児童

又は児童以外の満 20際に満たない者の親権者が,そ の親権を濫用 し,又は著 ヒ/く 不

行跡 であるときは,民法 834条 の規定による親権喪失の宣告の請求は,同条に定め

る者のほか,児童相談所長 も,こ れを行 うことができる。」 と定める。

*4医療ネグレク トの定義は厳密には論者によつて異なるが,基本的には,子 ども

が医療を必要 としているのに親がこれを提供 しないことをい う。

*5児童相談所長が親権喪失宣告の中立 と同時に,審判前の保全処分 として,①親

権者職務執行停止決定及び②職務代行者の選任 を申し立て,裁判所が選任 した職務代

行者が医療行為に必要な同意を行い,医療行為終了後に申立てを取 り下げるとい うと

い う運用がなされている。名古屋家庭裁判所平成 18年 7月 25日 審判・家裁月報 5

9巻 4号 127頁 な ど。 このような運用を肯定す る見解 として,吉田彩『 医療ネグレ

ク ト事案における親権者の職務執行停止・職務代行者選任の保全処分に関する裁判例

の分析』家裁月報 60巻 7号 1頁以下。
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親権の一部を制限す る制度を創設す るべきである。

親権の一部の制限

(提言の理由)

(1)現行の親権喪失宣告制度は,身上監護権について言えば,全部を剥奪す るか

それ とも全部を残すか とい う極端な効果 しか定めていない。

(2)しか しなが ら,親権の全部を制限 しなくても,一部を制限することによって

目的を達成できる場合 も少なくないЭ

いわゆる医療ネグレク トにおいては,親権の うち医療に関する部分のみ制限

すれば足 りることが多い と思われるが (実際,医療ネグレク トで親権喪失宣告

及び審判前の保全処分が利用 されたケースの うち,多 くは保全処分の後,対象

とされた医療行為が行われた ら本案が取 り下げ られているようである。),現
在の対応 としては,親権の全部を制限す るほかない。

(3)本来,親権の一部を制限すれば足 りるケースにおいて,親権の全部を制限す

ることは,過剰な親権制限であって,親の権利保障の観点か ら許 されるもので

はない。

(4)の みならず,規権の全部剥奪 しか選択肢がないことは,審判官が認容をため

らう要因になるおそれがある。

親が進路に関する意見の相違等か ら,子の了承なく勝手に子が通 う高校に退

学届を提出 しようとす るが,教育以外の点においては親権者 として適格を欠 く

ような事情が明 らかでない とい うヶ―スもある。 このようなケースでは,親権

の うち教育に関す る部分のみ制限できれば対応 しやすい と思われるが,親権の

全部剥奪 しか途がない とすると,なかなか対応が難 しいЭ

(5)親権の一部を制限する制度を創設する場合,最 も悩ま しい点は,制 限すべき

一部をどのように切 り分けるかにある。

この点,既存の民法の規定 (居所指定権,職業許可権,財産管理権等)に こ

だわらず,個別具体的なケースにおいて実際に必要な部分を特定 して制限す る

ことが考えられる。

例 としては, 日常生活に関する部分,居所に関する部分,医療に関す る部分 ,

教育に関する部分,第二者 との交流に関す る部分,身分行為の形成に関する部



分,財産管理に関す る部分などが想定できる (も とより,こ れ,に 限る趣 旨では

ない。 )。

(6)親権の一部制限を定める方法 としては,民法 834条 に,「その親権の喪失

またはその一部の制限を宣言することができる」などと定める方法が考えられ

る。

(7)親権の一部を制限す る方法 として,①親権の一部を制限 した上で,その部分

の親権行使 を第二者 に委ねる方法,②親権の一部を重畳的に第二者に委ねた う

えで,当 該部分の親権行使について,当 該第二者の親権行使が親権者の親権行

使 に優先するものとす る, といつた方法な どが考えられ る。

いずれにしても,親権者 と,権限を委ね られた第二者 との間の権限の分属に

ついて,な るべ く疑義が生 じない工夫が求められ る。

(8)前記 (7)の 第二者 については,後記の後見人 と同様の検討がなされ るべきで

ある。

3 親権の一時の制限

(提言の理 由)

(1)現行の親権喪失宣告は,民法 836条 によつて取 り消 され,親は親t権 を回復

す ることとされてい るが,実際には失権宣告の取消請求 自体がきわめて少数で

あ り,事実上機能 していない と言わざるを得ない。

その理由は ,

① 親権喪失宣告がなされるのがきわめて重大なケースに限 られているため,そ

の裏返 しとして失権宣告の取消がいっそ う稀なもの と受け止められているこ

と。

② 親liF喪 失宣告が親 にとつて長い裁判闘争の後に下 され るものであつて,同 宣

告が下され ると親 は親権回復を諦めて し/ま うことが多い と思われること。

な どが考えられる。

(2)親権 を一時的に制限する制度を創設することには ,

① 親権者が親権回復 を諦めずに,回復の希望を持ちなが ら裁判所や児童相談所

等の指導に従 う可能性が高まること。

親権を一時的に制限す る市1度 を創設すべきである。
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② 前記①の裏返 tノ であるが,児童相談所等にとっても,親権者 との関係性 を維

持 しなが ら指導を行いやすいこと。

③ 裁判所の選択肢が広が り,個々のケースの特性に応 じた対応が可能 となるこ

と。

などの利点があると考えられる.

(3)親権 を一時的に制限す る場合,①あらか じめ一定の期間を設 けて制限する方

法 (こ の場合,一定の期間が経過すれば自動的に親権が回復す るが,例 えば親

が指導に従わない場合,制限の期間を延長 した り,一時的でないかたちで親権

を制限することも考えられ る。)と ,②特に期間を設 けずに制限する方法 (裁

判所 に事件が係属 している間,制限 し,親に対する指導が奏効 した段階で親権

を回復 させ ることが考えられ る。)が想定できる。具体的な一時制限の方法に

ついては, さらに検討す る必要がある。

(4)す でに述べた親権の一部の制限と組み合わせて,一時的に親権の一部を制限

す ることも考えらねフる。例えば,医療ネグレク トのケースで,一時的に親権の

うち医療に関す る部分を制限 し,治療行為が奏効 した後に親権をFl復す るとい

うかたちで運用することも考えられる。

(5)親権の一時的な制限制度を設けた場合,家庭裁判所の役害」が,判断者 として

の役割か ら,親 に対する指導者 としての役害1に 変容す る可能性があ り,そ の点

についても議論 を要す ると思われる。

4 親権制限の申立権者の拡大

親権制限の中立権者 を,拡大すべきである。特に,少なくとも一定の年齢以上

の子を加 えるべきであるc

(提言の理由)

(1)現行の親権喪失宣告制度においては,申 立権者は親族,検察官,児童相談所

長に限定 されているが (民法 834条 ,児童福祉法 33条の 6),親 族は トラ

ブル を怖れて申立てをためらうことが多 く,児童相談所長 も親 との対立を回避

す るため中立てに消極的であると言われている。検察官に至っては,ほ とん ど

中立て例がない。 このことが,親権喪失宣告制度の利用が少ない一因 と指摘 さ

れている。
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(2)平成 16年の児童福祉法改正により,児童相談所長は 18歳以上の未成年者

についても親権喪失宣告を中し立てることが可能 となつたが (33条の 6),

18歳以上の未成年者が本来的に児童相談所の業務の対象 となっていないこと

に変わ りはな く (児童は 18歳未満 と規定 され,児童相談所の対象は児童 とさ

れている。児童福祉法 4条 , 12条), 18歳 以上の未成年者は通告の対象に

す らなっていないため (25条 ),実 際に児童相談所が 18歳以上の未成年者

のケースを認知することは非常に少なく,実際上はほ とん ど機能 していない。

(3)従 って,親権制限の申立権者 を拡大す る必要がある。具体的には,何人 も中

し立て可能 としつつ,公的機 関以外の者が申し立てる場合には人身保護請求の

ように弁護士を強制す る案などが考えられる。

(4)一方,現行の親権喪失宣告制度 においては,少なくとも明文上,子 自身に中

立権が認 められていないが,①最大の利害関係人である子に申立権 を認めない

のは子の権利保障に著 しくもとること,② 15歳以上の子に自ら養子縁組の承

諾 をす る能力を与えていることと均衡 を失すること,③ 」
‐・による申立てが万一

分別を欠 くものであつた として も,かかるケースは家庭裁判所が中立てを認 め

なければ実際上問題がないこと,④児童の権利 に関す る条約が児童の意見表明

権を定めていることな どか ら,親権制限の申立権を子にも付与す ることが望ま

しく,少なくとも 15歳 など一定の年齢以上の子には申立権 を認 めるべきであ

る。

5 親権制限の要件の見直 し

1 親権制限の要件を,子の福社 とい う視点から規定すべきであ

2 前記の とお り,少なくとも一定の年齢以上の子については ,

権を付与すべきであるが,その際,親権制限の要件を通常より

る。

II¬
緩和すべきであ

(提言の理由)

(1)現行の親権喪失の要件は親権の濫用または著 しい不行跡 とされているが,い

ずれも親に対する非難を含むため,申 立人としては親権喪失の要件を主張する

ためにどうしても親に対するフト難を展開せぎるを得ない。 しかし, このことが

かえつて親の態度を硬化させ,事態の改善を難 しくしている。

轟健制限の引
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(2)親権の制限が必要な場面は,親 に非難可能性がある場合に限 られず,例えば

親 に精神疾患や人格障害,宗教上または倫理上のこだわ り等があるために,親
として適切な対応がとれていない場合にも親権制限が必要なことがある。

(3)親権の濫用 または著 しい不行跡は,基本的に親の行為に着 目していると解 さ

れ るところ,いわゆるネ グレク トな どにはな じまないことがある。 しば しばネ

グレク トを親権の 「消極的J濫用 と言 うことがあるが,親が故意に一定の行為

を しないことによって子の福祉 を害す る場合には 「消極的J濫用 と言えて t),

親の能力に問題があるなどの理由でネグレク トに至っている場合には,厳密に

は当てはま らないと思われる。

(4)む しろ,親権 を制限 しなければな らない理由は,親の親権の行使または不行

使が子の福祉や安全を害 している点にあるのであるか ら,要件 もその状況に適

合す るように再構成す る必要がある。

具体的な規定の仕方については,なお検討の必要があるが,例 えば,当 連合

会は,平成元年意見書では,親権 を行 うことができない場合,ま たは親権行使

が不適当な場合であって,子の福社 を損な う場合 といった規定の仕方 を提案 し

た。あるいは,親権者の作為または不作為が子 どもの福社 を害 しているとい う

因果関係 を要件か ら除外 した ドイツ民法 1666条 に倣い,「子の身体的,精
神的,財産的な福祉その他の福祉が損なわれ,ま たは損なわれ るおそれがある

場合で,父又は母がこれを改善または防止せず, もしくは改善または防止する

ことができない と認められる場合」などとい う定め方 も考えられ る。

(5)親が適切に養育できないため児童養護施設等に入所 し,長 く施設等における

生活を経た後, 18歳 前後になって 自立す る子がいるが, このよ うな子に対 し

親が干渉 し (例 えば,子 に金銭を要求 した り,つきまとうなど),子 の生活が

不安定になっているケースが散見 され る。 このようなケースでは親が適切に規

権行使す ることはおよそ期待できないから,すでに提言 したように,子が自ら

親の親権制限を申し立てる途を開 くことが望まれるが,そ の場合,通常の親権

市」限の要件 を緩和 し,認容 しやす くすることが望まれる。

親権制限と戸籍の記載

親権制限を戸籍に記載 しないよう制度 を改めるべきである。
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